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なぜこうなったのか



新聞記事からみた「博士問題」

• 「大学院は出たけれど！！ふえる博士浪人 企業も敬遠」72年
3月25日 朝日

• 全国の国公立大学で博士浪人２５００人、大半が理科系、多い
無給教員--京大調査 78年6月16日 日経

• 博士さん、出るに出られぬ“かごの鳥”--大学居残り増える 81
年4月9日 日経

• 社会が怖い？博士浪人いぜん１４００人、留年も２５００人--
文部省調べ

• 生活苦にあえぐ「博士浪人」理学系中心に全国で５千人 教員
採用頭打ちが響く 研究体制歪む心配も 84年4月10日 朝日



博士課程修了者等の諸問題に関する資料
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/004/gijiroku/__icsFiles/afieldfile/2019/05/28/1216899_001.pdf



小林信一 総合科学技術会議科学技術関係人材専門調査会 ２００４ 年４ 月１４ 日 資料

ポスドク１万人計
画（１９９６）

大学院の量的拡大につ
いて（１９９１）

基礎科学タダ乗り論

バブル経済

不況



文部科学省 知識基盤社会を牽引する人材の育成と活躍の促進に向けて

オーバードクター問題 ポスドク問題

ポスドク１万人計
画（1996）

基礎科学
タダ乗り

論

バブル
経済

国立大学法人化
（2004）

大学院重点化
（1990年代）

大学院の量的拡大につ
いて（1991）



行政刷新会議「事業仕分け」（2009）

ポスドクの
生活保護の
ようなシス
テムはやめ
るべき。本
人にとって
も不幸。

科学技術・学術政策研究所「博士人材追跡調査」第１次報告書-2012 年度博士課程修了者コホート



雇い止め問題の顕在化（2012年ごろ）



厚生労働省ホームページ：http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/



ところが

•ただでさえリスクをとらない若者層は5年で確実に首が切
られる研究ポスト（特任含）は避けるでしょう；成果が
出なければ他にも移れずおしまい(@ProfMatsuoka) 
•５年で雇止めなんて法改正したら、日本は、若手研究者
の草刈り場になります(@ tamai1961 )

ツイッターでの反応 http://togetter.com/li/277188

大学もその対象とすると、継続雇
用は難しい（山中伸弥教授）

http://sankei.jp.msn.com/science/news/121019/scn12101914390002-
n1.htm

http://togetter.com/li/277188
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研究開発の俯瞰報告書 日本の科学技術・イノベーション政策（2022年）
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2022-FR-01.html



研究開発の俯瞰報告書 日本の科学技術・イノベーション政策（2022年）
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2022-FR-01.html



なんとかプロジェクト型
研究費をとって、雇用を
継続してきたが、今回の
法改正で、それができな
くなる。
雇い止せざるを得ない。

大学当局



科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術会議有識者議員との会合 平成24年4月19日





諸外国を調査

２年継続雇用で無期雇用へ転換
大学、研究機関は適用除外

研究者との有期労働契約の合計期間は12年（医学生の場
合は15年）を超えてはならない（学問有期契約法）

サヴァデ法施行（２０１２年３月～）
６年を超えると自動的に無期労働契約に転換

無期契約でも解雇手続きに従って解雇できる（open 
ended)



改正研究開発力強化法
（現科学技術・イノ
ベーション創出の活性
化に関する法律）
２０１３年１２月１３
日公布

（労働契約法の特例）

• 第十五条の二 次の各号に掲

げる者の当該各号の労働契約

に係る労働契約法（平成十九

年法律第百二十八号）第十八

条第一項の規定の適用につい

ては、同項中「五年」とある

のは、「十年」とする。



10年経ったが…



雇い止め
問題発生

業績、研究費ある

研究者の雇い止め

4500人（文科省調

べ）

政府の関心低い



大学の研究力の現状と課題 - 文部科学省
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000148080.pdf
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大学の研究力の現状と課題 - 文部科学省
https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000148080.pdf



統合イノ
ベーショ
ン戦略
2019

• 「研究力強化・若手研究者支援
総合パッケージ」（仮称）を策
定

• 若手研究者のポスト及び研
究資金への重点化、テニュ
アの拡大（卓越研究員事業
の見直しを含む）、任期の
長期化

• 博士進学者、海外への留学
生の増加のための目標設定、
方策（博士の意義、多様な

財源による博士・若手研究
者への経済的支援を含む）



財務省財政制度分科会資料 ２２年４月８日



ポストドクター等の雇用・育
成に関するガイドライン
• 令和２年１２月３日 科学技術・
学術審議会人材委員会

• “ガイドラインの趣旨
に鑑みれば、本ガイ
ドラインで主たる対
象とする「ポストド
クター」については、
（略）概ね 40 歳未満
の者とすることが適
当と考えられる”

https://www.mext.go.jp/content/20201203-
mxt_kiban03-000011852_1.pdf



若手比率の”強制”

•例えば年齢構成の在り方について、若手
教員確保の観点から、シニア教員の退職
を見据えた教員全体の中での構成比率の
みならず、採用時点での比率に係る原則
を策定することなどが考えられる。あわ
せて、若手の成長につながるキャリアパ
スの実現を念頭に置くこと、また、年齢
のバランスに加え職位のバランスも検討
しておくことが重要である。

国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（追補版）2021年12月21日



具体例（資料掲載順）

•若手研究者の活躍機会を増やすため、退職金に係る運営費交付金の積

算対象となる教員のうち40歳未満の若手教員の採用比率を年平均60％

以上にすることを目標として設定
帯広畜産大

•全学として30％を若手比率の目標値として設定、各部局が作成する中

長期ビジョンにおける共通指標としても若手比率を提示し、各部局は

学術分野の特性を踏まえつつ2027年度までの若手比率の目標値を設定
名古屋大

•（若手教員比率目標）22％（令和９年度まで）名古屋工大

国立大学法人等人事給与マネジメント改革に関するガイドライン（追補版）2021年12月21日



日本の統計2022

雇用が守られた

若手優遇



研究ロスジェネ世代の誕生
（1971~77年生まれ）

大学入試激化

大学院重点化・ポスドク1万人計画

国立大学法人化

任期付き研究者の増加
事業仕分け

40歳以下の若手

優遇

1990年（13～18歳）

1995年（18～24歳）
2000年（23～29歳）

2005年（28～34歳）

2010年（33～39歳）

2018年（41～47歳）

奨学金の返還猶予廃止



大企業、官公庁
メンバーシップ型

大学、研究所

ポスド
ク

博士
修士22歳

24歳

40歳

非正規
労働者

学部卒

60歳

特定助教
特任准教授etc



理工系人材育成に関する産学官円卓会議（第3回） 配付資料 資料1 （経済産業省資料）



https://www.houjin-tmu.ac.jp/recruit_teacher/results/tmu/



https://www.houjin-tmu.ac.jp/recruit_teacher/recruit_teacher9167/



もっと働け！
結果出せ！

雇い止めするぞ！

学位
研究費

実験場所、器具

紹介状
人事権

就職先
ないし

…

推薦状必
要だし…学位欲し

いし…





Science
（2021
年7月8
日号）

“匿名の理研のある上級科学者
も同意見だ。中国、韓国、台湾
で仕事が見つかれば移籍しま
す」。この危機は、若い人たち
にとって、日本では「研究者と
いう職業が魅力的でない」こと
を強調している、と彼は付け加
えた。”

https://www.science.org/content/article/mass-layoff-
looms-japanese-researchers



日本は高度人材流出の可能性
あり
• もしも自由に国を移動できるとしたら、高度人
材（学士号取得者以上）は8％減少

• 参考：アメリカは7％増加、カナダは120%増加

• 出典：Gallup Potential Net Migration Index (2018)

• https://news.gallup.com/poll/245315/japan-may-
migrants-japan.aspx

https://news.gallup.com/poll/245315/japan-may-migrants-japan.aspx


中国に流出した若手にバッシング

スパイ 脅迫



科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術会議有識者議員との会合（平成24年度） > 平成24年10月18
日 山中伸弥教授資料
https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20121018.html



歴史の転換点における財政運営
令和4年5月25日 財務省財政制度等審議会



歴史の転換点における財政運営
令和4年5月25日 財務省財政制度等審議会



止まらぬ悪循環

人材流出（国外

に、他分野に）

研究力の低下

さらなる選択と

集中

常勤職の削減



緊急に行うべきこと

立場を超えて大量雇い止めストップ

法の趣旨に伴って無期転換権付与を

路頭に迷わせない






